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研究成果の概要（和文）：開発途上国の個々の子どもたちの修学実態を明らかにすることを目的とし、縦断的データを
用いて正コーホート分析を実施した結果、ホンジュラスやインドネシアでは、年代によって社会経済状況、国家教育政
策等の影響が子どもたちの修学パターンに現れていると考えられた。現在に近づくほど、ストレートの卒業と入学直後
の退学という両極端な修学状況から、正規の就学年齢で入学する子どもが増え、留年や途中退学無しで卒業に至る傾向
にあった。ボリビアでは、特に入学初年度に留年が多く、それが退学に繋がることが分かった。マラウィでは、横断的
データからは浮かび上がらない極めて特異な修学パターンがいくつも存在することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to reveal individual children's enrollment situation in developin
g countries, and implemented the true cohort analysis with longitudinal data. Findings in Honduras and Ind
onesia, there are influences on children's enrollment patterns such as socio-economic situation and educat
ional policies depending on years. Also, children's patterns of enrolment fall into two categories: gradua
tion without repetition and dropout after a short period of attendance. However, as the present age is get
ting closer, children could enter a school with official age and graduate without repetition and temporary
 dropout. In Bolivia, a repetition in the first grade in the first year often happens and leads to dropout
. In Malawi, it is appeared that various peculiar enrollment patterns which are not observed from cross se
ctional data.
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１．研究開始当初の背景 
 1969 年 に ユ ネ ス コ 国 際 統 計 局
（International Bureau of Education）は各
国に対して、就学者数だけではなく原級留置
者数（留年者数）まで求めた調査を初めて実
施した。そして、アフリカやラテンアメリカ
における驚くべき留年・退学の実体が明らか
にされた。しかし、このユネスコの調査が重
要だったのは、その明らかになった結果だけ
でなく、その結果をもたらした分析法の改良
にある。従来の分析法は、ある年のある学年
の就学者数を翌年の一つ上の学年の就学者
数と比較するだけの「見かけのコーホート
法」（Apparent Cohort Method）であった。
学年を経ることで在籍者が減少することは
分かるものの、その減少の内訳は分からない。
しかし、1969 年の調査では就学者数と留年
者数を把握したことで、進級者数と退学者数
も計算により求められるようになった。この
分 析 法 は 「 再 構 成 コ ー ホ ー ト 法 」
（Reconstructed Cohort Method）と呼ばれ、
現在に至るまで用いられている。 
 国や援助実施機関が何らかの政策を立案
し実行に移していくには、このように簡便に
全体の傾向を把握する手法は有効である。し
かしながら、それは個々人の様々に異なるケ
ースの集合の結果、総体として見える姿であ
り、逆にその全体像から個々人が抱えている
問題にたどり着くことは不可能である。教育
問題に限らず、国などのレベルで問題を解決
しようとする場合、マクロな状況把握とそれ
に対応するマクロな政策が重要であること
は論を待たないが、マクロを構成するミクロ
なデータの実態を踏まえていないと結局誰
の問題も解決できない事態にもなり得る。し
かしながら、途上国では横断的な統計データ
でさえ正確に集計することは容易ではなく、
個々人の姿が浮き彫りになる縦断的なデー
タの報告は極めて限られている。また、特定
の国や地域に限定した報告はあっても、それ
を複数の地域にまたがって実施し、それぞれ
の比較検討を行っている研究は見当たらな
い。 
 このような問題意識から、「真のコーホー
ト法」（The True Cohort Method）に倣い、
複数の開発途上国を対象として、一人ひとり
の子ども達の在学時および在学後の追跡調
査を行うこととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、世界各地の開発協力現場で活
躍する教育開発の専門家と研究機関に所属
する研究者とが一つのチームとして協働し、
縦断的データを収集・分析することを通して、
個々の子どもに着目した現状把握とそこか
ら導かれる提言の策定を行う。 
 
３．研究の方法 
 中米、南米、アフリカ、中東、アジア、太
平洋州それぞれの地域から対象国を一つ選

び、その国で策定されている国家教育戦略、
関連教育報告書、あるいは国連開発計画によ
る人間開発指数などを参考に調査対象を選
定する。そして、1980 年代、1990 年代、2000
年代のある年に小学校へ入学した子ども達
のデータを学校や地方教育委員会において
縦断的に収集する。その内容は、学校ならび
に地方教育委員会における各種の記録、およ
び教員や関係者へのインタビューである。収
集されたデータ間の因果関係などを分析し、
当該国の教育政策などとのつき合わせも行
う。その上で、他の国のデータとの比較検討
を実施し、問題に対する提言の策定を試みる。 
 
４．研究成果 
 研究期間において、地域紛争により安全確
保が困難になった中東を除き、ホンジュラス、
インドネシア、マラウィ、ボリビア、エルサ
ルバドル、カンボジア、パプアニューギニア
の計 7ヶ国にて、データ収集を実施した。 
 パイロット的に先行するホンジュラスで
は、縦断的データによる正コーホート分析を
実施したところ、個々の子どもたちの修学パ
ターンは、理想的なパターンと最悪のパター
ンが多数を占める著しく二極化した状態で
あることが明らかになった（表 1）。そして、
これには就学時の年齢が強く影響していた。
すなわち、正規の就学年齢で入学した子ども
たちでは、留年や退学無しのストレートでの
卒業パターンかそれに近い卒業パターンが
上位を占めるのに対し、オーバーエイジの子
どもたちでは、入学後一年未満あるいは二年
以内の退学パターンが上位を占めている。 
 

表 1 修学パターン（ホンジュラス） 

  
 このことから、中米ホンジュラス共和国に
おける初等教育の修学母集団は、パラメトリ
ックな統計処理に適した正規分布ではない
可能性が排除できないために、横断的平均値
の信頼性は低く、政策判断の根拠に成り難い
ことが示唆された。 
 また、これまで退学は留年が直接の原因と
して起こることを前提に、退学と留年に対す
る対応として教育の質の向上等が進められ
てきた。しかしながら、教育達成に影響を与
える要因について共分散構造分析を実施し
た結果、子どもたちは留年を繰り返して学校
を辞めるのではなく、欠席日数やオーバーエ



イジといった学校への日々のアクセスが困
難な状況により、いきなり学校を辞めてしま
うことが明らかになった。また、退学者のパ
ターン分析からも、留年が退学者が学校を去
る直接のきっかけにはなっていないことが
明示された。本分析の結果からは、定説とは
異なり、退学は留年が直接の原因とは言い切
れないと考えられる。 
 そして、退学の背景にある要因について検
討した結果から、退学への対応は産業構造な
ども含めた地域社会まで巻き込んだマルチ
セクトラルな取り組みが必要となることを
提言した。 
 さらに、修学実態の経年変化を分析した結
果、退学者は年代が新しくなるほど減少傾向
にあるものの、留年者に関しては 1990 年代
後半から 2000 年代にかけて減少傾向は頭打
ちの状態にあった。つまり、教育の質を向上
させるさまざまな取り組みの効果に翳りが
見えることが分かった。 
  
 次に、インドネシアにて収集した縦断的デ
ータを用いた分析の結果を示す。インドネシ
アのデータは 1952 年から 2004 年までに対象
校に入学した子どもたちの修学記録から構
成されている。ホンジュラスにおける分析と
同様、子どもたちの修学パターンについて検
討したところ、年代別に大きく分けて 3つの
修学パターンの傾向にあることが確認でき
た（表 2）。 
 1950 年代における最頻出パターンは一年
生登録直後の退学パターンであり、次いで卒
業パターンである。1970 年代では最頻出パタ
ーンは低学年のみ通学し、退学するパターン
であり、次いで一年生での退学パターンであ
る。1980 年代から 90 年代にかけては、卒業
パターンが最頻出となり、次いで 6年生途中
での退学パターンとなっている。 
 
表 2 年代別修学パターン（インドネシア） 

 
 インドネシアでは、第二次世界大戦後の独
立以降、1950 年代のインドネシア共和国の誕
生、1960 年代の一時的な共産化、1970 年代
の反日暴動、ティモール紛争、長期開発計画、
1980 年代の全国統一試験の再導入、1990 年
代のアジア通貨危機、ジャカルタ暴動など、
社会的な混乱が数多く生じてきた。これら社
会情勢の影響が、子どもたちの年代別の修学
パターンに影響し、年代間における修学パタ
ーンの違いが生じていると考えられる。 
 
 ボリビアにおいて収集した縦断的データ
を用いて、1993 年度～1995 年度入学の小学

校児童の就学・留年・退学傾向、さらには主
要科目の成績の学年進級による変化などに
ついて分析した結果、以下のことが分かった。 
(1)就学者で一番多いのはストレートで卒業
するケースである。 
(2)入学（編入学）初年度が留年となるとそ
の後学校を退学ないし転校する可能性が高
い。 
(3)留年を 2 年経験すると退学ないし転校す
る可能性が高まる。 
(4)初年度入学者の卒業率は約 59％（転校含
めず）であり、編入学者の卒業率は約 70％
（転校含めず）であった。 
(5)留年者の 6割は卒業、4割は退学ないし転
校する傾向がある。 
(6)算数で落第点を取る児童が主要科目では
一番多い。 
 以上のことを踏まえると、入学初年度に留
年しないように学校側が十分に配慮する必
要があり、算数が留年決定を左右することや、
平均点が低いことなどから、教科として重点
的に配慮する必要があることが分かった。 
 
 マラウィの事例からは、予測以上に多種多
様な修学パターンが確認された。中には 2学
年飛び級や 2 年以上の同一学年での留年等、
マラウィの教育制度で公式には認められて
いない修学パターンも少なくなかった。また、
初等学校を修了せずに、中等学校に在籍して
いる事例も一定数、確認された。 
 上記のような非公認の修学パターンが、実
際に少なくない一定数、出現する背景には、
教育の供給側(学校、教員)と需要側(保護者、
児童)、双方の厳しい事情があり、双方の都
合が一致していると推測される。特に「機会
費用の軽減」は最貧国マラウィにおいて生活
を第一に考えると重要な点であり、学校制度
に捉われず、柔軟に学校を活用する現地の実
情が明らかになった。 
 その他、マラウィの調査からは、国際統計
や横断的データからは読み取ることが不可
能な“隠された”事実が数点、析出された。 
 
 上述した 4か国（ホンジュラス、インドネ
シア、ボリビア、マラウィ）の研究成果は、
1月例会第三世界の教育研究会（2014 年 1月
11 日、於：国立教育政策研究所）および第 7
回 JICA と大学の勉強会（2014 年 1 月 29 日、
於：国際協力機構）にて、「縦断的データを
用いた修学実態の国際比較研究」と題して発
表を実施した。 
 
 本研究期間中において調査を実施したエ
ルサルバドル、カンボジアのデータについて
は、データ整理および入力を終え、分析を継
続中である。この分析は、本研究テーマのフ
ェーズⅡとして開始した、基盤研究（A）
26257114「ポスト EFA 教育政策立案に資する
『正コーホート法』による修学実態の国際比
較研究」（研究期間：平成 26 年度～平成 30



年度）の中で行っていく次第である。 
 
 なお、パプアニューギニアのデータに関し
ては、データが不完全な状態でしか残ってお
らず、現地調査も途中にて中止に至ったため、
やむを得ず分析対象国から除外した。 
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